
⑴	 別に配布した答案用紙の該当欄に，試験問題用紙裏面の記入例に従って，受験地，受験番
号及び氏名を必ず記入してください。多肢択一式答案用紙に受験地及び受験番号をマークす
るに当たっては，数字の位を間違えないようにしてください。
⑵	 試験時間は，2時間 30 分です。
⑶	 試験問題は，多肢択一式問題（第 1 問から第 20 問まで）と記述式問題（第 21 問及び第 22
問）から成り，配点は，多肢択一式が 50 点満点，記述式が 50 点満点です。
⑷	 ①　多肢択一式問題の解答は，所定の答案用紙の解答欄の正解と思われるものの番号の枠

内をマーク記入例に従い濃く塗りつぶす方法でマークしてください。解答欄へのマーク
は，各問につき 1箇所だけにしてください。二つ以上の箇所にマークがされている解答
は，無効とします。解答を訂正する場合には，プラスチック消しゴムで完全に消してか
ら，マークし直してください。

	 ②　答案用紙への記入に当たっては，鉛筆（ＨＢ）を使用してください。該当欄の枠内を
マークしていない解答及び鉛筆を使用していない解答は，無効とします。

⑸	 記述式問題の解答は，所定の答案用紙に記入してください。答案用紙への解答の記入は，
黒インクのペン（万年筆又はボールペンでも可。ただし，インクが消せるものを除きます。）
を使用してください。所定の答案用紙以外の用紙に記入した解答及び上記ペン，万年筆又は
ボールペン以外の筆記具（鉛筆等）によって記入した解答は，その部分を無効とします。答案
用紙の受験地，受験番号及び氏名の欄以外の箇所に特定の氏名等を記入したものは，無効と
します。
⑹	 答案用紙に受験地，受験番号及び氏名を記入しなかった場合は，採点されません（試験時
間終了後，これらを記入することは，認められません。）。
⑺	 答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。また，書き損じをしても，補充
しません。
⑻	 試験問題のホチキスを外したり，試験問題のページを切り取る等の行為は，認められませ
ん。
⑼	 受験携行品は，黒インクのペン（万年筆又はボールペンでも可。ただし，インクが消せる
ものを除きます。），インク（黒色），三角定規（三角定規以外の定規の使用は不可。），製図用
コンパス，三角スケール，分度器，鉛筆，プラスチック消しゴム，電卓（予備を含めて，2
台までとします。）及びそろばんに限ります。  	
　なお，下記の電卓は，使用することができません。
①　プログラム機能があるもの  	
　次に示すようなキーのあるものは，プログラム機能等を有していますので，使用するこ
とができません。  	
〈プログラム関連キー〉
　　ＲＵＮ　ＥＸＥ　ＰＲＯ　ＰＲＯＧ
　　ＣＯＭＰ　ＥＮＴＥＲ
　　Ｐ １ 　Ｐ ２ 　Ｐ ３ 　Ｐ ４
　　ＰＦ 1 　ＰＦ ２ 　ＰＦ ３ 　ＰＦ ４
②　プリント機能があるもの
③　アルファベットやカナ文字を入力することができるもの
④　電池式以外のもの
⑽　試験時間中，不正行為があったときは，その答案は，無効として扱われます。
⑾　試験問題に関する質問には，一切お答えしません。
⑿　試験問題は，試験時間終了後，持ち帰ることができます。

（27）　　　　試　験　問　題　（午後の部）
注　　　　　意
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出典：「土地家屋調査士試験」（法務省）（https://www.moj.go.jp/shikaku_saiyo_index5.html）を加工して作成（当サイトの表示を追加）。法務省が作成したものではありません。
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第 １問	 詐欺又は強迫による意思表示に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に

照らし正しいものの組合せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　Ａの代理人Ｂが相手方Ｃを欺罔して，Ｃが所有する土地をＡに売り渡す旨の売買契

約を締結させた場合には，ＡがＢによる詐欺の事実について知らないときであって

も，Ｃは，詐欺を理由としてその意思表示を取り消すことができる。

イ　ＡがＢに欺罔された結果，法律行為の要素に錯誤を生じて意思表示をした場合に

は，Ａは，詐欺による意思表示の取消しを主張することはできるが，錯誤による意思

表示の無効を主張することはできない。

ウ　ＡのＢに対する意思表示が第三者Ｃの強迫によりされた場合には，Ｂがその事実を

知らないときであっても，Ａは，強迫を理由としてその意思表示を取り消すことがで

きる。

エ　ＡがＢの強迫によりその所有する土地をＢに売却し，ＡからＢへの所有権の移転の

登記がされた場合において，その後，ＢがＣに当該土地を転売した後に，Ａが強迫を

理由としてＡＢ間の売買の意思表示を取り消したときは，Ａは，Ｂへの所有権の移転

の登記を抹消しない限り，Ｃに対して所有権を主張することができない。

オ　Ａが，Ｂの詐欺により，Ｂからその所有する土地を買い受け，ＢからＡへの所有権

の移転の登記がされた後，Ａが，Ｂに欺罔されていることを知らないまま，当該土地

にＣを抵当権者とする抵当権を設定し，その旨の登記がされた場合において，Ｃが当

該抵当権の設定時にＢによる詐欺の事実を知らなかったときは，Ａは，詐欺を理由と

してＡＢ間の売買の意思表示を取り消すことができない。

１　アウ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　イエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―1
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第 ２問	 共有に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合

せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　Ａ，Ｂ及びＣが共有し，所有権の登記名義人となっている土地（持分は各 ３分の １）

について，ＡがＢ及びＣに無断で自己の単独名義への所有権の移転の登記をした場合

には，Ｂは，Ａに対して，Ｃの持分については所有権の移転の登記の抹消登記手続を

請求することができない。

イ　Ａ及びＢが共有し，所有権の登記名義人となっている土地（持分はＡが ３ 分の ２ ，

Ｂが ３ 分の １ ）について，ＣがＢのみの承諾を得て占有している場合には，Ａは，Ｃ

に対して，当該土地の全部の明渡しを請求することができる。

ウ　Ａ及びＢが共有し，所有権の登記名義人となっている土地（持分は各 ２分の １）がＣ

により不法に占有されたことを理由として，Ａが，Ｃに対して，その損害賠償を求め

る場合には，Ａは，Ｂの持分の割合に応じた部分も含めた損害全部につきこれを請求

することができる。

エ　Ａ及びＢが共有し，所有権の登記名義人となっている土地（持分はＡが ３ 分の ２ ，

Ｂが ３ 分の １ ）について，ＡがＢに無断で宅地造成工事をして当該土地に変更を加え

たときは，当該土地の原状の回復が可能であったとしても，Ｂは，Ａに対して，当該

土地の原状回復を請求することができない。

オ　Ａ及びＢが共有し，所有権の登記名義人となっている土地（持分はＡが ３ 分の ２ ，

Ｂが ３ 分の １ ）について，Ａ及びＢが共同してＣに賃貸している場合において，Ｃの

債務不履行を理由とする賃貸借契約の解除は，Ａが単独ですることができる。

１　アウ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　イエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―1 ―（ 　 ）―2
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第 ３問	 遺言に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものの

組合せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　負担付遺贈を受けた者は，遺贈の目的の価額を超えない限度においてのみ，負担し

た義務を履行する責任を負う。

イ　被相続人は，遺言で，共同相続人中の一人又は数人の相続分のみを定めることはで

きない。

ウ　遺言は要式行為であるから，遺言の解釈に当たっては，遺言者の真意を探求すべき

ではなく，遺言書の文言のみを形式的に判断しなければならない。

エ　遺言者は，遺言で，遺言執行者を指定することができる。

オ　未成年者に対して最後に親権を行う者であって管理権を有するものは，遺言で，未

成年後見人を指定することができる。

１　アイ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　ウエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―3
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第 ４問	 申請情報の内容に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 １から ５までのうち，どれか。

ア　所有権の登記名義人が合体による登記等を書面により申請する場合において，申請

書に申請人の署名があるときは，申請人は申請書に押印することを要しない。

イ　未成年者が所有権の登記名義人である土地についてその親権者が当該未成年者を代

理して分筆の登記を申請するときは，当該未成年者は申請書に押印することを要しな

い。

ウ　成年被後見人が所有権の登記名義人である建物についてその成年後見人が当該成年

被後見人を代理して建物の表題部の変更の登記を申請するときは，当該成年被後見人

の氏名及び住所を申請情報の内容とすることを要しない。

エ　株式会社が所有する建物について建物の表題登記を申請するときは，その代表取締

役の氏名及び住所を申請情報の内容としなければならない。

オ　株式会社が所有する建物について建物の表題登記を申請する場合において，その代

表取締役としてＡ及びＢが選定されているときは，代表者としてはＡ又はＢのいずれ

かを申請情報の内容とすれば足りる。

１　アイ	 ２　アウ	 ３　イオ	 ４　ウエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―3 ―（ 　 ）―4
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第 ５問	 表題部所有者の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せ

は，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　表題部所有者として誤ってＡが登記されているが，真実の所有者はＢである場合に

は，Ａは，表題部所有者の更正の登記を申請することができる。

イ　表題部所有者としてＡが登記されている土地をＡがＢに対して売却したときは，Ｂ

は，ＡからＢへの表題部所有者についての変更の登記を申請することができない。

ウ　表題部所有者のＡ及びＢの持分が誤ってＡは ５分の ３，Ｂは ５分の ２と登記されて

いるが，真実の持分はＡが ５分の ２，Ｂが ５分の ３である場合において，Ａがこれを

是正するための表題部所有者についての持分の更正の登記を申請するときは，Ｂが所

有権を有することを証する情報を提供しなければならない。

エ　表題部所有者として誤ってＡ及びＢが登記されているが，真実の所有者はＡ及びＣ

である場合において，これを是正するための表題部所有者の更正の登記をＣが申請す

るときは，Ｂの承諾を証する情報又はＢに対抗することができる裁判があったことを

証する情報のほか，Ｃが所有権を有することを証する情報及びＣの住所を証する情報

を併せて提供しなければならない。

オ　表題部所有者として登記されている者が婚姻により氏を改めたときは，その者は，

表題部所有者についての更正の登記を申請することができる。

１　アエ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　イエ	 ５　ウオ

―（ 　 ）―5
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第 ６問	 土地の表示に関する登記の申請情報又は添付情報に関する次のアからオまでの記述の

うち，正しいものの組合せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　同一の登記所に対して同時に二以上の申請をする場合において，各申請に共通する

添付情報があるときであっても，当該添付情報は申請情報ごとに提供しなければなら

ない。

イ　地積の変更の登記と分筆の登記とを一の申請情報により申請する場合には，地積の

変更の登記についてのみ登記原因及びその日付を申請情報の内容としなければならな

い。

ウ　委任による代理人が土地の合筆の登記の申請をその土地の所有権の登記名義人から

受任した後に当該登記名義人が死亡した場合において，当該代理人が当該合筆の登記

の申請をするときは，被相続人から代理人への委任に関する代理人の権限を証する情

報，相続があったことを証する情報及び相続人から代理人への委任に関する代理人の

権限を証する情報を添付情報として提供しなければならない。

エ　所有権が敷地権である旨の登記がされている規約敷地を分筆する場合において，当

該規約敷地が区分建物と異なる登記所の管轄区域内にあるときは，当該規約を設定し

たことを証する情報を添付情報として提供しなければならない。

オ　甲土地を要役地とする地役権の設定の登記がされている乙土地と，地役権の設定の

登記がされていない丙土地との合筆の登記を申請する場合には，当該地役権設定の範

囲を証する地役権者が作成した情報又は当該地役権者に対抗することができる裁判が

あったことを証する情報及び地役権図面を添付情報として提供しなければならない。

１　アウ	 ２　アオ	 ３　イエ	 ４　イオ	 ５　ウエ

―（ 　 ）―5 ―（ 　 ）―6
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第 ７問	 土地の表題登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せ

は，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　隣接する ２筆の土地について同時に土地の表題登記を申請する場合において提供す

る地積測量図は，当該 ２筆の土地分をまとめて １枚の図面により作成することができ

る。

イ　電子申請により土地の表題登記を申請する場合において，申請人が，電子署名に係

る地方公共団体の認証業務に関する法律の規定に基づき作成された電子証明書を提供

したときは，当該電子証明書の提供をもって，当該申請人の現在の住所を証する情報

の提供に代えることができる。

ウ　ＡがＢから表題登記がない土地を買い受けた場合には，Ａは，その所有権の取得の

日から １月以内に，表題登記を申請しなければならない。

エ　二人以上の者が表題部所有者となる表題登記を申請する場合において，その持分が

相等しいものと推定されるときは，それぞれの持分を申請情報の内容とすることを要

しない。

オ　電子申請により土地の表題登記を申請する場合において提供する地積測量図は，土

地所在図を兼ねることができる。

１　アイ	 ２　アエ	 ３　イウ	 ４　ウオ	 ５　エオ

―（ 　 ）―7
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第 ８問	 土地の地番又は地番区域に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合

せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　地番に数字でない符号がある土地について地積の更正の登記を申請するときであっ

ても，当該符号を含む土地の地番を申請情報の内容としなければならない。

イ　土地の地番区域である字に登記記録上の誤りがあるときであっても，当該土地の所

有権の登記名義人は，当該土地の表題部の更正の登記を申請することができない。

ウ　地積測量図に記録された地番に誤りがある場合において，その訂正の申出をすると

きは，訂正後の地積測量図を提供しなければならない。

エ　土地の分筆の登記を申請する場合には，当該土地の不動産番号を提供したときで

あっても，分筆前の土地の地番を申請情報の内容としなければならない。

オ　地番区域が相互に異なる土地であっても，相互に接続していれば土地の合筆の登記

をすることができる。

１　アイ	 ２　アウ	 ３　イエ	 ４　ウオ	 ５　エオ

―（ 　 ）―7 ―（ 　 ）―8
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第 ９問	 合筆の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後

記 １から ５までのうち，どれか。

ア　Ａが，Ｂに対して，Ａを所有権の登記名義人とする甲土地及び乙土地をいずれも売

却したときは，Ｂは，甲土地及び乙土地の所有権の移転の登記を受けなければ，甲土

地を乙土地に合筆する合筆の登記を申請することはできない。

イ　委任による代理人によって所有権の登記のある土地の合筆の登記を申請した場合に

おいて，当該代理人が登記識別情報の通知を受けることができる旨の特別の委任を受

けていないときは，当該代理人は，登記識別情報の通知を受けることができない。

ウ　土地の所有権の登記名義人が合筆の登記を申請する場合において，登記識別情報を

提供することができない理由を申請情報の内容とするときは，その理由を証する情報

を提供しなければならない。

エ　同一の登記所の管轄区域内にあって所有者が同一である甲土地，乙土地，丙土地及

び丁土地について，甲土地を丙土地に，乙土地を丁土地に，それぞれ合筆する合筆の

登記を申請するときは，一の申請情報によってすることができる。

オ　委任による代理人によって所有権の登記のある土地の合筆の登記を書面により申請

したときは，申請人は，委任状に押印した申請人の印鑑に関する証明書の原本の還付

の請求をすることができる。

１　アウ	 ２　アエ	 ３　イエ	 ４　イオ	 ５　ウオ

―（ 　 ）―9
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第10問	 地図の訂正に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 １

から ５までのうち，どれか。

ア　土地の所有権の登記名義人から相続によってその所有権を取得した者は，所有権の

移転の登記を受けなければ，当該土地が表示された地図の訂正の申出をすることがで

きない。

イ　土地の所有権の登記名義人は，その住所が登記記録上の住所と異なる場合であって

も，地図訂正申出情報と併せて当該登記名義人の住所について変更又は錯誤若しくは

遺漏があったことを証する市町村長，登記官その他の公務員が職務上作成した情報を

提供したときは，地図の訂正の申出をすることができる。

ウ　地図に表示された土地の区画に誤りがあるとして，その訂正の申出をするときは，

地図訂正申出情報と併せて土地所在図又は地積測量図を提供しなければならない。

エ　一筆の土地についてする地図に表示された土地の区画の訂正の申出及び地番の訂正

の申出は，一の申出情報によってすることができる。

オ　書面による地図の訂正の申出をするときは，その申出書に記名押印した申出者の印

鑑に関する証明書を添付しなければならない。

１　アイ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　ウエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―9 ―（ 　 ）―10
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第11問	 登記の代位申請に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 １から ５までのうち，どれか。

ア　Ｂが，Ａが所有権の登記名義人となっている土地をＡから賃借し，Ａの承諾を得て

その一部をＣに転貸した場合には，Ｃは，Ａに代位して，転貸に係る土地部分を分筆

する分筆の登記を申請することができる。

イ　一筆の土地の一部について地役権の設定を受けた地役権者は，代位による分筆の登

記を申請することができる。

ウ　Ａ及びＢを所有権の登記名義人とする土地について，ＡがＢに対して共有物分割の

訴えを提起し，確定判決を得た場合には，Ａは，その正本を代位原因を証する情報と

して提供して，Ｂに代位して分筆の登記を申請することができる。

エ　一筆の土地の一部について処分禁止の仮処分の決定を得た債権者は，仮処分の登記

の前提として，当該決定の正本を代位原因を証する情報として提供して，当該土地の

所有権の登記名義人に代位して分筆の登記を申請することができる。

オ　農地法第 ５ 条の規定による都道府県知事の許可の前に農地の一部を買い受けた者

は，条件付所有権移転の仮登記をする前提として，代位による分筆の登記を申請する

ことはできない。

（参考）

農地法

第 ５条　農地を農地以外のものにするため又は採草放牧地を採草放牧地以外のもの

（農地を除く。次項及び第 ４ 項において同じ。）にするため，これらの土地につい

て第 ３条第 １項本文に掲げる権利を設定し，又は移転する場合には，政令で定め

るところにより，当事者が都道府県知事の許可（これらの権利を取得する者が同

一の事業の目的に供するため ４ヘクタールを超える農地又はその農地と併せて採

草放牧地について権利を取得する場合（地域整備法の定めるところに従つてこれ

らの権利を取得する場合で政令で定める要件に該当するものを除く。第 ４項にお

いて同じ。）には，農林水産大臣の許可）を受けなければならない。ただし，次の

各号のいずれかに該当する場合は，この限りでない。  	

一～五　（略）

２～ ５　（略）

１　アイ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　ウエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―11

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第12問	 建物の管轄登記所に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものは，幾つある

か。

ア　新築された建物が甲登記所と乙登記所の管轄区域にまたがる場合において，法務大

臣又は法務局若しくは地方法務局の長が当該建物に関する登記の事務をつかさどる登

記所を指定するまでの間，当該建物の表題登記の申請は，甲登記所又は乙登記所のい

ずれかの登記所にすることができる。

イ　甲登記所において登記されている建物について，増築により乙登記所の管轄区域に

またがることとなった場合であっても，当該建物の不動産所在事項の変更の登記の申

請は，甲登記所にしなければならない。

ウ　甲登記所において登記されている建物について，乙登記所の管轄に属する建物を附

属建物として合併する場合には，建物の合併の登記の申請は，乙登記所にしなければ

ならない。

エ　甲登記所において登記されている建物について，市町村の合併により管轄登記所が

甲登記所から乙登記所に転属した場合には，当該建物に係る不動産所在事項の変更の

登記の申請は，乙登記所にしなければならない。

オ　甲登記所において登記されている建物について，えい行移転により乙登記所の管轄

区域に移動した場合には，当該建物の不動産所在事項の変更の登記の申請は，乙登記

所にすることはできない。

１　１個	 ２　２ 個	 ３　３ 個	 ４　４ 個	 ５　５ 個

―（ 　 ）―11 ―（ 　 ）―12
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第13問	 建物の認定に関する次のアからオまでの記述のうち，登記することのできる建物とし

て取り扱うことのできないものは，幾つあるか。

ア　内部に祭壇や参拝者が着席することができる設備があり，寺院の本堂として利用さ

れている観音像

イ　屋根のある駅のホーム内にあり，コンクリートで基礎工事が施されている売店

ウ　屋根及び外壁があって，内部に車を格納する回転式のパーキング機械が設置されて

いるタワー状の立体式駐車場

エ　公衆用道路上に屋根覆いを施したアーケード付街路

オ　屋根及び周壁の部分がガラスで覆われている半永久的な建造物と認められる農耕用

の温床施設

１　１個	 ２　２ 個	 ３　３ 個	 ４　４ 個	 ５　５ 個

―（ 　 ）―13
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第14問	 建物の表題登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 １から ５までのうち，どれか。

ア　土地の賃借人が，当該土地上に新築した建物の表題登記を申請するときは，添付情

報として借地権を有することを証する情報を提供しなければならない。

イ　電子申請により建物の表題登記を申請する場合において，建物図面及び各階平面図

が書面で作成されているときは，当該書面で作成された情報を電磁的記録に記録した

ものを添付情報とすることができる。

ウ　建物の表題登記を申請する場合において，表題部所有者となる者が所有権を有する

ことを証する情報として，当該建物の工事を施工した会社が作成した工事完了引渡証

明書に併せて当該会社の代表者の資格を証する書面が提供されたときは，当該資格を

証する書面は作成後 ３月以内のものでなければならない。

エ　地方公共団体の所有する建物について，当該地方公共団体が建物の表題登記を嘱託

する場合には，表題部所有者となる者が所有権を有することを証する情報の提供を省

略することができる。

オ　区分建物ではない建物について，二人以上の者を表題部所有者とする建物の表題登

記の申請は，そのうちの一人が単独ですることができる。

１　アイ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　ウエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―13 ―（ 　 ）―14

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第15問	 区分建物の表示に関する登記について次のアからオまでの記述のうち，正しいものの

組合せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　所有権の登記名義人が同一である甲区分建物と乙区分建物とが接続している場合で

あっても，これらの区分建物が主従の関係にないときは，建物の合併の登記をするこ

とができない。

イ　一棟の建物の全部を取り壊したときは，その一棟の建物に属する区分建物の所有権

の登記名義人は，自己が所有する区分建物の滅失の登記と一棟の建物の滅失の登記と

を一の申請情報で申請しなければならない。

ウ　いずれも敷地権付き区分建物である甲区分建物と乙区分建物とを合体し，合体後の

建物も敷地権付き区分建物となる場合において，合体前の甲区分建物と乙区分建物の

それぞれの敷地権の割合を合算したものが，合体後の建物の敷地権の割合となるとき

は，敷地権の割合に係る規約を設定したことを証する情報を提供することを要しな

い。

エ　ＡがＢ所有の土地に使用借権を敷地利用権として区分建物を新築した場合には，Ａ

は，使用借権を敷地権として，区分建物の表題登記を申請することができる。

オ　甲区分建物が属する一棟の建物に属さない乙区分建物を甲区分建物の附属建物とす

る区分建物の合併の登記を申請する場合において，乙区分建物が属する一棟の建物の

名称を申請情報の内容とするときは，乙区分建物が属する一棟の建物の構造及び床面

積を申請情報の内容とすることを要しない。

１　アイ	 ２　アウ	 ３　イエ	 ４　ウオ	 ５　エオ

―（ 　 ）―15
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第16問	 敷地権に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 １から

５までのうち，どれか。

ア　区分建物の表題登記を申請する場合において，当該区分建物が属する一棟の建物の

敷地について登記された所有権の登記名義人が当該区分建物の所有者であり，かつ，

規約においてその専有部分と敷地利用権との分離処分を可能とする旨を定めたことに

より当該所有権が当該区分建物の敷地権とならないときは，添付情報として，当該規

約の定めを証する情報を提供しなければならない。

イ　甲土地及び乙土地を法定敷地として登記されている敷地権付き区分建物について，

甲土地に建築されている建物部分を取り壊したことにより，甲土地の上に建物が存在

しないことになった場合には，甲土地について敷地権であった権利が敷地権でない権

利となったことによる建物の表題部に関する変更の登記を申請しなければならない。

ウ　規約により所有権が建物の敷地権である旨の登記がされている土地について，当該

規約が廃止されたことにより当該所有権が敷地権でなくなった場合には，そのことに

よる表題部の変更の登記は，当該土地の所有権の登記名義人が申請することができ

る。

エ　甲区分建物の法定敷地として登記されている土地について，甲区分建物が属する一

棟の建物に属さない乙区分建物の敷地とする規約を設定したときは，敷地権の発生を

原因とする乙区分建物についての表題部の変更の登記を申請することができる。

オ　登記官は，敷地権についてされた登記としての効力を有する抵当権の設定の登記が

ある敷地権付き区分建物について，その専有部分と敷地利用権との分離処分を可能と

する規約を設定したことにより敷地権の変更の登記をする場合において，当該変更の

登記の申請情報と併せてその抵当権の登記名義人が当該敷地権の目的であった土地に

ついて当該抵当権を消滅させることを承諾したことを証する情報が提供されたときで

あっても，当該承諾に係る土地について当該抵当権が消滅した旨を登記することはで

きない。

１　アエ	 ２　アオ	 ３　イウ	 ４　イエ	 ５　ウオ

―（ 　 ）―15 ―（ 　 ）―16
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第17問	 共用部分である旨の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの

組合せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　所有権の登記のある建物についてする共用部分である旨の登記は，当該建物の所有

権の登記名義人以外の者は，申請することができない。

イ　表題登記のある建物について，これを共用部分とする旨の規約を定めたときは，当

該建物の表題部所有者は，当該規約を定めた日から １月以内に，共用部分である旨の

登記を申請しなければならない。

ウ　抵当権の設定の登記がある建物について共用部分である旨の登記を申請するとき

は，その添付情報として，当該抵当権の登記名義人の承諾を証する当該登記名義人が

作成した情報又は当該登記名義人に対抗することができる裁判があったことを証する

情報を提供しなければならない。

エ　共用部分である旨の登記がある建物について一部を取り壊したことにより床面積の

変更があったときは，当該建物の所有者は，表題部の変更の登記を申請することを要

しない。

オ　共用部分である旨の登記がある建物について共用部分である旨を定めた規約を廃止

したときは，当該建物の所有者は，当該規約の廃止の日から １月以内に，当該建物の

表題登記を申請しなければならない。

１　アウ	 ２　アエ	 ３　イエ	 ４　イオ	 ５　ウオ

―（ 　 ）―17
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第18問	 登記所に保存される情報の保存期間に関する次のアからオまでの記述のうち，誤って

いるものの組合せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

ア　職権表示登記等事件簿に記録された情報は，立件の日から ５年間保存される。

イ　閉鎖した建物所在図は，閉鎖した日から 50 年間保存される。

ウ　共同担保目録は，当該共同担保目録に記録されている全ての事項を抹消した日から

10 年間保存される。

エ　閉鎖した土地所在図は，申請書類つづり込み帳につづり込まれたものを除き，閉鎖

した日から 30 年間保存される。

オ　筆界特定書に記載され，又は記録された情報は，10 年間保存される。

１　アイ	 ２　アウ	 ３　イオ	 ４　ウエ	 ５　エオ

―（ 　 ）―17 ―（ 　 ）―18
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第19問	 次の対話は，Ａ所有の甲土地とＢ所有の乙土地との間の境界について紛争が生じた事

例に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する次のアからオまでの学生の

解答のうち，正しいものの組合せは，後記 １から ５までのうち，どれか。

教授：　Ａが甲土地を売却するために地積の更正の登記の申請を予定していたところ，

隣接する乙土地との間で境界紛争が生じた事例について考えてみましょう。  	

　まず，ＡとＢは，和解契約によって甲土地と乙土地との間の筆界を確定するこ

とができますか。

学生：ア　ＡとＢは，甲土地と乙土地の所有権の範囲を和解契約によって確定すること

ができるのと同様に，筆界についても，和解契約によって確定することができ

ます。

教授：　次に，Ａが筆界特定の申請をする場合について考えてみましょう。  	

　筆界特定について必要な事実の調査は筆界調査委員が行いますが，どのような

者が筆界調査委員に任命されますか。

学生：イ　筆界調査委員は，職務を行うのに必要な専門的知識及び経験を有する者のう

ちから，法務局又は地方法務局の長が任命するものとされており，土地家屋調

査士が任命されることもあります。

教授：　Ａからの筆界特定の申請に基づき筆界特定登記官が特定した筆界が，Ａが意図

していた筆界と異なっていた場合には，Ａは，それを不服として審査請求をする

ことができますか。

学生：ウ　筆界特定登記官が行う筆界特定には行政処分としての法的効力は付与されて

おらず，登記官の処分ではありませんので，Ａは，審査請求をすることはでき

ません。

教授：　では，甲土地と乙土地との間の筆界が特定された場合には，登記官は，その結

果に基づき，職権で地積の更正の登記，地図の訂正等の措置をとることができま

すか。

学生：エ　筆界特定の結果に基づき，職権で地積の更正の登記，地図の訂正等の措置を

とることができるのは，筆界特定登記官に限られますので，筆界特定登記官で

ない登記官はそれらの措置をとることができません。

教授：　最後に，ＡがＢに対して，甲土地と乙土地との間の筆界について筆界確定訴訟

を提起し，その確定判決を得た場合において，Ｂは，その判決内容を不服とし

て，筆界特定の申請をすることができますか。

―（ 　 ）―19
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学生：オ　筆界確定訴訟は，登記所の手続とは別個のものですので，Ａが甲土地と乙土

地との間の筆界について筆界確定訴訟の確定判決を得た場合であっても，Ｂ

は，甲土地と乙土地との間の筆界について，別途，筆界特定の申請をすること

ができます。

１　アウ	 ２　アエ	 ３　イウ	 ４　イオ	 ５　エオ
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第20問	 土地家屋調査士又は土地家屋調査士法人の業務に関する次のアからオまでの記述のう

ち，誤っているものは，幾つあるか。

ア　業務の禁止の処分を受けた土地家屋調査士は，当該処分の日から ３年を経過するま

での間，土地家屋調査士となる資格を失う。

イ　土地家屋調査士法人は，定款で定めるところにより，当事者その他関係人の依頼を

受けて，鑑定人に就任し，土地の筆界に関する鑑定を行う業務をすることができる。

ウ　土地家屋調査士は，業務を受任しようとする場合には，あらかじめ，その依頼をし

ようとする者に対し，報酬の基準を示さなければならない。

エ　土地家屋調査士は，土地の表示に関する登記について必要な測量の業務の依頼を受

けた場合において，自ら当該業務を行うことができない正当な事由があるときは，補

助者に当該業務を取り扱わせることができる。

オ　土地家屋調査士は，補助者を置いたときは，遅滞なく，その旨を事務所の所在地を

管轄する法務局又は地方法務局の長に届け出なければならない。

１　１個	 ２　２ 個	 ３　３ 個	 ４　４ 個	 ５　５ 個
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第21問	 土地家屋調査士法務太郎は，株式会社山川製菓の代表取締役である山川一郎から，次

の〔造成工事前の見取図〕に示すＡ県Ｂ市Ｃ町一丁目 100 番 1 の土地（以下「甲土地」とい

う。）及び無番地の土地（〔造成工事前の見取図〕のＬ，Ｋ，Ｈ，Ｉ，Ｎ，Ｍ及びＬの各点

を直線で結んだ範囲の部分。以下「乙土地」という。）の登記に関する相談を受け，（別紙

１ ）の【土地家屋調査士法務太郎の聴取記録の概要】のとおり，事情を聴取し，必要とな

る全ての表示に関する登記の申請手続についての代理並びに当該登記について必要な調

査及び測量の依頼を受け，（別紙 ２ ）の【土地家屋調査士法務太郎の調査及び測量の結果

の概要】のとおり，調査及び測量を行った。  	

　以上に基づき，次の問 １から問 ４までに答えなさい。

〔造成工事前の見取図〕

 

問 １		 土地家屋調査士法務太郎の測量の結果からＡ点，Ｈ点及びＫ点の座標値を求

め，別紙第 21 問答案用紙の第 １欄に記載しなさい。

問 ２		 土地家屋調査士法務太郎は，株式会社山川製菓の代表取締役である山川一郎か

ら，甲土地の東側部分（〔造成工事前の見取図〕のＦ，Ｅ，Ｈ，Ｇ及びＦの各点を直

線で結んだ範囲の部分）の土地について，依然として登記の対象となる土地である

かどうかの質問を受けた。この場合において，土地家屋調査士法務太郎として回答
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すべき結論及びその理由を別紙第 21 問答案用紙の第 ２欄に記載しなさい。

問 ３		 別紙第 21 問答案用紙の第 ３ 欄の登記申請書の空欄を埋めて，甲土地の登記の申

請書を完成させなさい。ただし，申請は １件の申請で行い，地積は測量の結果であ

る座標値を用いて座標法により求積するものとする。  	

　なお，登録免許税の欄については，登録免許税の納付を要しない場合は不要と記

載すること。

問 ４		 別紙第 21 問答案用紙の第 ４ 欄を用いて，乙土地について申請すべき登記を先に

申請することとして，乙土地の登記の申請書に添付する土地所在図兼地積測量図

を，縮尺 500 分の １により完成させなさい。

―（ 　 ）―23

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


（注）１　本問における行為は全て適法に行われており，法律上必要な書類は全て適法

に作成されているものとする。

	 ２　登記の申請は，書面申請の方法によってするものとする。

	 ３　乙土地における近傍類似の地図の縮尺は 500 分の １である。

	 ４　座標値は，計算結果の小数点以下第 ３ 位を四捨五入し，小数点以下第 ２ 位

までとすること。

	 ５　地積測量図には，測量の結果から求めた筆界点間の辺長につき，計算結果

の小数点以下第 ３位を四捨五入し，小数点以下第 ２位までを記載すること。

	 ６　各筆界点の座標値，平面直角座標系の番号又は記号，地積及びその求積方

法並びに測量年月日は，記載することを要しない。

	 ７　Ｂ市基準点の各点は，地積測量図にその地点を明示して点名を付して記載

するものとし，座標値を記載することを要しない。

	 ８　解答に当たって関数の値が必要となる場合には，次の【三角関数真数表】の

値を用いること。

	 ９　訂正，加入又は削除をしたときは，訂正は訂正すべき字句に線を引き，近

接箇所に訂正後の字句を記載し，加入は加入する部分を明示して行い，削除は

削除すべき字句に線を引いて，訂正，加入又は削除をしたことが明確に分かる

ように記載すること。

【三角関数真数表】

角度 sin cos tan

40°27′51″ 0 .6489 0 .7608 0 .8529

53°07′48″ 0 .7999 0 .6000 1 .3333

67°36′17″ 0 .9245 0 .3809 2 .4267

68°50′20″ 0 .9325 0 .3609 2 .5833

69°29′30″ 0 .9366 0 .3503 2 .6734

76°28′46″ 0 .9722 0 .2337 4 .1587
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（別紙 １）

【土地家屋調査士法務太郎の聴取記録の概要】

１　株式会社山川製菓は，甲土地において，製菓工場を経営している。

２　株式会社山川製菓は，甲土地のほか，Ｂ市Ｃ町一丁目 100 番 ２ の土地及び 101 番の土地も

所有しており，100 番 ２ の土地は従業員用の駐車場として，101 番の土地は近隣住民の月極

駐車場として，それぞれ利用している。

３　株式会社山川製菓は，100 番 ２ の土地及び 101 番の土地上に，製菓工場で作られている洋

菓子の配送施設の建築を予定しており，101 番の土地の月極駐車場の賃貸借契約を平成 27

年 10 月中旬に解約しようと考えている。

４　株式会社山川製菓は，上記 ３の配送施設の建築工事の前提として，Ａ県知事の免許を受け

て乙土地を埋め立て，甲土地の東側部分（〔造成工事前の見取図〕のＦ，Ｅ，Ｈ，Ｇ及びＦの

各点を直線で結んだ範囲の部分）を水路とする工事と橋梁を新設する工事を完成させている。
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（別紙 ２）

【土地家屋調査士法務太郎の調査及び測量の結果の概要】

１　資料に関する調査の結果

⑴　甲土地の全部事項証明書
表　題　部（土地の表示） 調製 平成 11 年 ３ 月 11 日 不動産番号 【略】

地図番号 余白 筆界特定 余白

所　在 Ｂ市Ｃ町字Ｄ 余白

Ｂ市Ｃ町一丁目 昭和 43 年 ２ 月 19 日変更
昭和 43 年 ３ 月 １ 日登記

①　地　番 ②　地　目 ③　地　積	 m² 原因及びその日付〔登記の日付〕

100 番 畑 6277 余白

余白 雑種地 余白 ②昭和 50 年 ３ 月 ５ 日地目変更
〔昭和 50 年 ３ 月 ８ 日〕

100 番 １ 余白 5144 ①③ 100 番 １ 、100 番 ２ に分筆
〔平成 ３年 ２月 28 日〕

余白 宅地 5144 50 ②③平成 20 年 11 月 ８ 日地目変更
〔平成 20 年 11 月 10 日〕

余白 余白 余白 昭和 63 年法務省令第 37 号附則第 ２ 条第
２項の規定により移記
平成 11 年 ３ 月 11 日

権　利　部（　甲　区　）　（　所　有　権　に　関　す　る　事　項　）

順位番号 登　記　の　目　的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権移転 平成 ３年 ３月 ８日
第 7682 号

原因　平成 ３年 ３月 ８日売買
所有者　Ｂ市Ｃ町一丁目 １番 ２号
　株式会社山川製菓
順位 １番の登記を移記

付記 １号 １ 番登記名義人住所
変更

平成 ９年 ８月 14 日
第 17934 号

原因　平成 ９年 ８月 １日本店移転
本店　Ｅ県Ｆ市Ｇ町二丁目 ３番 ４号

余白 余白 昭和 63 年法務省令第 37 号附則第 ２ 条第 ２ 項の
規定により移記
平成 11 年 ３ 月 11 日

　　これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。

　平成何年何月何日

　○○法務局　　　　　　　　　　　　　　　登記官　○　　○　　○　　○　印
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⑵　甲土地，乙土地及び隣接地に係る図面等の調査結果

ア　甲土地及び 100 番 ２ の土地については，地積測量図が備え付けられているが，今回

測量した甲土地の地積及び筆界点間距離は，公差の範囲内にあることを確認し，100

番 ２ の土地の地積及び筆界点間距離は，地積測量図と一致していることを確認した。

101 番の土地の地積測量図は，備え付けられていない。

イ　乙土地について，紙公図等により，地番の付番もれに関する調査をしたところ，元

来水路であり無番地であることを確認した。

⑶　Ｂ市道路管理課における道路境界の調査結果

Ｂ市道路管理課において，道路境界の調査を行った結果，甲土地については，道路境界

の確定がされていた。  	

　また，今回の測量の結果とＢ市備付道路境界図が一致していることを確認した。

⑷　Ｂ市河川管理課における水路の調査結果

Ｂ市河川管理課において，水路の調査をした結果，乙土地は国有財産であり，公共用の

悪水はいせつ用の水路として使用され，Ｂ市河川管理課が国からの委任により管理してい

ることが確認された。  	

　そして，甲土地及び乙土地については，水路境界の確定がされており，今回の測量の結

果とＢ市備付水路境界図が一致していることも確認した。

２　甲土地及び乙土地の利用状況，境界標の状況並びに立会い及び測量の結果

⑴　甲土地の利用状況

株式会社山川製菓は，平成 27 年 ７ 月 20 日に，悪水はいせつ用の機能を果たす水路の新

設工事を甲土地の東側部分（〔造成工事前の見取図〕のＦ，Ｅ，Ｈ，Ｇ及びＦの各点を直線

で結んだ範囲の部分）に完成させている。  	

　それ以外の甲土地の利用状況に変化は見られない。

⑵　乙土地の利用状況

株式会社山川製菓は，水路の埋立に関して公有水面埋立法の規定に基づいた免許を受け

ており，埋立工事は平成 27 年 ７ 月 25 日に完了した。その後，同社は，同年 ８ 月 ５ 日

に，Ａ県知事から竣工認可を告示され，乙土地の所有権を取得し，現在は 101 番の土地と

一体的に月極駐車場として利用している。

⑶　立会い等

Ｂ市道路管理課職員及びＢ市河川管理課職員から，道路及び水路に関する境界につい

て，それぞれ確認が得られた。

―（ 　 ）―27

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


⑷　測量の結果

ア　Ｂ市の基準点Ｔ１及びＴ２を器械点として観測を行った結果により得られたデータ

は，以下のとおりである。

　ア　Ｂ市基準点成果表

点名 Ｘ座標（ｍ） Ｙ座標（ｍ）

Ｔ１ 527 .57 483 .20

Ｔ２ 512 .57 521 .95

　イ　測量によって得られた座標

点名 Ｘ座標（ｍ） Ｙ座標（ｍ）

Ｂ 475 .50 427 .50

Ｃ 430 .00 427 .50

Ｄ 430 .00 493 .00

Ｅ 445 .75 493 .00

Ｆ 500 .00 493 .00

Ｇ 500 .00 500 .00

Ｉ 442 .25 500 .00

Ｊ 430 .00 500 .00

Ｌ 500 .00 530 .00

Ｍ 500 .00 537 .00

Ｎ 470 .00 537 .00

　ウ　Ａ点の観測データ

器械点 後視点 測　点 観測角 平面距離（ｍ）

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ２     0°  0′  0″ 省略

Ｔ１ Ｔ２ Ａ 136°26′37″ 18 .82

（注）１　観測角は，後視方向を ０°として右回りの角度を示す。

	 ２　北は，Ｘ軸正方向に一致する。
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イ　測量年月日は平成 27 年 ８ 月 10 日であり，測量及び調査の結果は次の〔調査素図〕の

とおりである。

〔調査素図〕

（注）１　Ｔ１及びＴ２は，許容誤差内にあることを確認することができた。

	 ２　Ｂ市基準点成果を用いて行う測量においては，距離に関する補正計算は行

わないものとする。

	 ３　Ｈ点はＥ点及びＫ点を結ぶ直線上の点であり，Ｉ点及びＧ点を結ぶ直線上

の点でもある。

	 ４　埋め立てた水路の幅は 7.00 ｍである。

	 ５　Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊ，Ｌ及びＭの各点には石杭が，

Ｋ及びＮの各点にはコンクリート杭が，埋設されている。
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第22問	 次の〔見取図〕のとおり，Ａ市Ｂ町二丁目 ５番 27 の土地には，家屋番号 ５番 27 の建物

（以下「本件建物」という。）が所在している。  	

　土地家屋調査士民事花子は，（別紙 １）の【事実関係】のとおり，本件建物の所有権の登

記名義人である乙山一郎から，登記に関する相談を受けて事情を聴取し，必要となる全

ての表示に関する登記の申請手続についての代理並びに当該登記についての必要な調査

及び測量の依頼を受け，（別紙 ２）の【登記記録等の内容】のとおり，登記記録等を調査し

た上，必要となる登記を申請した。  	

　以上に基づき，次の問 １から問 ３までに答えなさい。

問 １		 土地家屋調査士民事花子は，乙山一郎から，本件建物のうち，共同住宅部分の所

有権のみを会社に譲渡して所有権の移転の登記をし，居宅部分及びその敷地である

土地の所有権は全て自己名義のままにしておきたいという希望を受け，登記申請に

際して必要な手続について，乙山一郎に教示した。その内容について，区分建物と

その敷地に関する建物の区分所有等に関する法律上の原則を踏まえつつ，別紙第

22 問答案用紙の第 １欄に簡潔に記載しなさい。

問 ２		 土地家屋調査士民事花子が平成 27 年 ８ 月 21 日に申請したイ居宅部分及びロ共同

住宅部分に関する登記の申請書を，別紙第 22 問の答案用紙の第 2 欄の空欄を埋め

て完成させなさい。  	

　なお，敷地権の表示に関する登記の申請が不要である場合は，「原因及びその日

付」の欄に，「記載不要」と記載すること。

問 ３		 別紙第 22 問答案用紙の第 ３欄を用いて，土地家屋調査士民事花子が平成 27 年 ８

月 21 日に申請した登記の申請書に添付するイ居宅部分に関する建物図面及び各階

平面図を完成させなさい。  	

　なお，各階平面図には，求積方法及び床面積の記載を要しない。

（注）１　本問における行為は全て適法に行われており，法律上必要な書類は全て適法

に作成されているものとする。

	 ２　登記の申請は，書面申請の方法によってするものとする。

	 ３　建物図面は 500 分の 1 の縮尺により，各階平面図は 250 分の 1 の縮尺によ

り，それぞれ作成すること。

	 ４　訂正，加入又は削除をしたときは，訂正は訂正すべき字句に線を引き，近

接箇所に訂正後の字句を記載し，加入は加入する部分を明示して行い，削除は

削除すべき字句に線を引いて，訂正，加入又は削除をしたことが明確に分かる

ように記載すること。
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〔見取図〕

（注）１　距離の単位は，メートルである。

	 ２　（　）内の数字は，土地の地番である。

	 ３　敷地と建物の距離は，土地の筆界線から建物の外壁までの距離である。

	 ４　土地の形状及び建物の形状は，全て直交している。

	 ５　北の方向は，道路の方向と一致している。
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（別紙 １）

【事実関係】

１　本件建物は，乙山一郎が自ら所有するＡ市Ｂ町二丁目 ５番 27 の土地に平成 26 年 ５ 月 １ 日

に建築した ３階建ての建物であり，１階に共同住宅部分（ ２部屋）及び居宅部分専用玄関が，

２階及び ３階に自身が居住する居宅部分が，それぞれ配置されている。

２　本件建物の所有権の登記名義人である乙山一郎は，本件建物以外にも，自身を所有権の登

記名義人とする共同住宅を数棟所有している。乙山一郎は，今後も更に数棟の共同住宅の建

築を検討しており，棟数も多くなってくることから，会社を設立して，その会社に全ての共

同住宅の所有権を譲渡し，所有権の移転の登記をすることにした。

３　本件建物については，居宅部分と共同住宅部分とが一棟の建物として登記されていること

から，共同住宅部分の所有権の移転の登記を申請する前提として，本件建物のうち，居宅部

分と共同住宅部分とを別個の建物とするための登記をする必要がある。

４　また，乙山一郎は，本件建物のうち，共同住宅部分の所有権のみを会社に譲渡して所有権

の移転の登記をし，居宅部分及びその敷地である土地の所有権は全て自己名義のままにして

おくことを希望している。

５　乙山一郎は，土地家屋調査士民事花子に対し，本件建物の居宅部分と共同住宅部分とを別

個の建物とするために必要な表示に関する登記の申請手続を依頼することにした。

６　土地家屋調査士民事花子は，本件建物に関する調査及び測量を実施し，本件建物の居宅部

分と共同住宅部分とが，構造上及び利用上において明確に区分されていることを確認すると

ともに，必要な書類の提供を受け，平成 27 年 ８ 月 21 日，本件建物のうち，居宅部分と共同

住宅部分とを別個の建物とするための表示に関する登記を申請した。
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（別紙 ２）

【登記記録等の内容】

１　本件建物の敷地の登記記録の抜粋

（表題部）

所　　在　Ａ市Ｂ町二丁目

地　　番　 ５番 ２７

地　　目　宅地

地　　積　239 .59m2

（権利部）

甲区　 ２番　Ａ市Ｂ町二丁目 5番 10 号　乙山一郎

乙区　（登記事項なし）

２　本件建物の登記記録の抜粋

（表題部）

所　　在　Ａ市Ｂ町二丁目 ５番地 ２７

家屋番号　 ５番 ２７

種　　類　居宅・共同住宅

構　　造　軽量鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき ３階建

床 面 積　 １階　83 .63m2

　　　　　 ２階　86 .95m2

　　　　　 ３階　55 .48m2

原　　因　平成 26 年 5 月 1 日新築

（権利部）

甲区　 １番　Ａ市Ｂ町二丁目 5番 10 号　乙山一郎

乙区　 １番　記載省略

３　本件建物の調査の結果

⑴　本件建物の測定値は，軽量鉄骨の柱の中心からの距離である。

⑵　軽量鉄骨は両側が被覆されており，柱の中心から内壁までは，7.5cmである。

⑶　 １階，２階，３階は，各階平面図中のＡ点及びＢ点で一致している。

⑷　家屋番号は，Ａ地方法務局の登記官と相談し，イ居宅部分を ５番 27 の １ ，ロ共同住宅

部分を ５番 27 の ２ とすることとした。
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４　本件建物の各階平面図（現況図）の抜粋

Ｂ点

Ｂ点

Ａ点

Ａ点

Ａ点

Ｂ点
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受　験　地 受 験 番 号 氏 名

（この欄記入不要）

東　京

十の位

【多肢択一式答案用紙】

【記述式答案用紙】

受験地コード番号表

01
東　京

02
大　阪

03
名古屋

04
広　島

05
福　岡

06
那　覇

07
仙　台

08
札　幌

09
高　松

一の位
0 1

3 6

千の位 百の位 十の位 一の位

試験区分

民事　二子

受験番号

受 験 地

東京

36
氏 名

民
事

　二
子

受 験 地
受験番号
氏 名

左の者が受験者の場合の記入例は，
下記のとおりとなります。

東 京
36

民事二子

〔記入例〕

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

0 0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

0

1 2

1
2
3
4
5
6
7
8
9
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